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5.夜間における中波帯放送波の伝搬特性（その3)

南北コースによる移動測定結果

小林常人＊ 村永孝次ネ 杉内英敏＊ 岩沢勇雄紳

（昭和 50.7. 25受理）

5. NIGHTTIME PROPAGATION CHARACTERISTICS OF 

BROADCASTING RADIO WAVES IN THE MF  BAND 

3. Mobile Measurement of Field strength on a North-South Path 

By 

Tsuneto KOBAYASHI, Koji MURAN AG A 

Hidetoshi SUGIUCHI and Isao IWASA WA  

A mobile measurement of MF field strength covering a north-south propagation path was carried 

out on board a ship in the mid-latitude ocean area from June 29 through July 18, 1973. The field 

strengths were measured at six frequencies of 530, 770, 870, 950, 1, 290 and 1, 440 kHz on the 

round course from Kure (Japan) to Guam (U.S. A.). The maximum length of the propagation 

path was 3, 300 km. 

This paper presents the outline of the experiment and the results obtained with emphasis on the 

nighttime propagation curve. Technical descriptions are also given of the field strength recorder 

developed specially for this experiment as well as the method of calibration of field strength. 

This experiment supports the Cairo N/S curve in the trend of decrease in field streng:hs with 

distance, but the field strengths were consistently higher by several decibels than the curve. 

1.緒言

中波帯放送波の夜間遠距離伝搬曲線を得るための船舶

による移動実験計画が実現するまでの経緯については，

すでに回尾〔1975〕および根本他〔1975〕に述べられて

いるので省略し，本実験の特長から記すとととする。

本実験は，横須賀からサンディエゴまでの東西コース

実験〔根本他， 1975〕と呼応して実施された船舶による

移動実験計画の一環であって， 1973年6月29日から7月
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18日にかけて，広烏県呉からグアム島までの往復の海上

で実施された。そして発射諸元の判明している日本の中

波放送局を送信源とし，自衛艦「ながつき」を受信点と

して，ほぽ南北の伝搬路について，夜間における中波空

間波の電界強度を測定することを目的とした。

その上伝搬路長は東西コース程長くはとれなかったけ

れども，実施時期も同じであり，伝搬路方向が東西と南

北と対照的であったので，できるだけ統ーした測定法を

探用し，測定結果の比較を容易にして，伝搬路方位の差

を抽出するととも当初の目的の一つであった。



回

南北コースと呼称した本実験の特長を簡単lと述べてお

く。

カイロ曲線に見られるように，中波帯放送波の夜間伝

搬曲線は，そのコースを南北および東西に大別してデー

タを処理している。したがって，南東のようなコースは

両者の中間として利用すればよい。

南北コースの伝搬通路における電波反射点の地方時は

ほとんど同じであるから， 0時におけるデータが正しい

意味をもって求められる。中波の夜間伝搬が無減衰状態

において行われるものとしても地球磁界の影響が問題と

なる。地磁気緯度ooほどの乙とはないにしても，東西
コースより南北コースの方が損失が少ないものと考えら

れる。

東西コースにおいては，電界強度目変化の影響を考慮

して測定波の選択を行わなくてはならないが，前述のよ

うに南北コースにおける電波の伝扱状況は単純であるか

ら，変化に富んだ測定は期待できないけれども，発射の

諸元の判明している局として，我が国の中波局のみを対

象として測定を行う乙ととした。しかし，自衛艦「なが

つき」の航行予定上，グアム島以南の測定は実施できな

いために，最北の大電力局として札幌局を測定しても，

残念ながら伝搬距離はようやく 3,000回を越すに過ぎな

い。

本実験の準備にあたっては，前述したように，測定法

は画一化するけれども，使用する装置と性能，主眼のお

き方は，東西・南北それぞれ独自の特異性を発揮しよう

というととになり，東西コースでは多周波切換測定，す

なわち，できるだけ多数の局のデータを得るととを目標

とし，一方南北コースでは，たとえ受信局数は少なくて

も，幅の広いフェージングを伴う中波空間波電界強度の

データの処理に主眼をおくととになった。

2. 測定期間・場所

測定期間は，出港前の機器設置調整を含めて，昭和48

年6月29日から7月18日までの20日間であった。

測定場所は，自衛艦「ながつき」の艦上であり，同艦

が広島県呉港を7月3日に出港後，父島，グアム島を経
て同港に帰港するまでの西太平洋上において測定が実施

された。 「ながつき」の航跡図と測定の対象となった中

波放送局の位置と局名ならびに周波数を第1図に示し

た。図中の航路上の黒丸は， J.S. T.のO時および12

時の位置である（時刻の前の数字は日付）。

3. 測定室・受信アンテナ

第2図は， 「ながつき」の見取図であり，図中に測定

に使用したUmのホイップ空中線と測定室（気象室）の
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第1図測定対象局と「ながつきJの航路日程， (0は測
定対象局，＠は出入港および寄港地，・は毎日の
U.T. 0時と12時における鑑の位置，数字の左側は
日付，右側は時刻を示す）

第2図 「ながつき」艦上の空中線，電測場所，浪lj定室等
の位鼠

位置を示した。

4. 予備調査

実験を支障なく行うために，事前の調査が必要であっ

た。そ乙で昭和48年6月6日に，舞鶴に停泊中の「なが

つき」を訪問し，測定器を設置する部屋および受信アン

テナの選定を行った。その結果測定室としては艦橋の最

前部lとある気象室を借用できるととになり，また，使用

アンテナも測定期と最も近く（フィーダが短く）測定に
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最適な高さllmのホイップアンテナを専用に使用できる

とととなった。そして艦上および気象安において，舞鶴

近傍の中波放送局の内， 1060,1340, 1600kHzの3波に

ついて，地表波電界強度およびllmホイップアンテナに

よる受信電圧の測定を行った。乙の結果は，ほぽ予惣さ

れる傾向を示し，フィーダには測定上不都合な定在波の

存在も認められず，本実験において良好な測定のできる

自信を持っととができた。とのように予備調査の目的は

十分に達せられたが，そのうらには実験の趣旨を理解

し，測定室，アンテナ等の使用について最大限の便宜を

提供した防衛庁側の協力があった。

s. 測定の分担と受信局の選定

ζの実験のため「ながつき」には2名搭乗の機会が与

えられ，関東電波監理局と電波研究所から1名ずつが下

記の分担において搭乗した。すなわち，前者は広く用い

られている通常の電界強度測定器を用いて測定した。乙

れを「測定系I」とする。また，後者はζの実験のため

特に設計製作したデータ処理に特長をもった電界強度測

定器を用いた。乙れを「測定系E」とする。

受信局の選定は次のような方針で行った。

(1) なるべく長い伝搬距離のとれる局を測定するために

北方lと目を注ぎ，札幌局より逐次以南の大電力局を選

ぶ。

(2) また，周波数としてはlOOOkHzを中心に低い波，高

い波の3種類に分けるようにする。

(3) NHK秋田第2放送770回Iz,500聞は， ABU （ア

ジア放送連合）が測定lζ力を入れている波であるの

で，今後の研究のため必ず測定する。

(4) NHK関係は24時を過ぎると停波するので，それ以

後は民放局lと切換て測定を継続する。

なお，測定系Iと測定系Eにおいて，中心周波数とし

ての東京放送を950kHzそれぞれ復路と往路において，交

互に測定するとととし，第1表のように測定対象波を決

定した。

6. 標準較正およびアンテナ較正

通常電界強度の測定には，実効長の正しく判っている

アンテナの受信開放電圧を標準信号発生器の出力と同定

し，乙れより電界強度を算出するという方法がとられて

いる。

短波以下においてループアンテナは，その実効長が幾

何学的寸法より正しく求められるので，乙れを用いて電

界強度測定器を構成したものが，もっぱら利用されてい

る。最近においては標準磁界発生器の原理を取り入れ

た，携帯用直読型が多く実用されている。
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第1表南北コースにおける測定波

測定系I

局 測 定名陣営／c畝｜ま信宮中脅

N捺第2腿 I8701 

v札幌放送｜叫

I 130。50’41’El
5001 32。54'13.NI往路の夜半前

い。~~；1~：43。仰，22•Nl往路の夜半後

K第1放送 l臼 I 41。08' E I 
101 39°38’ NI帰路の夜半前

BS 放送 ｜ % I 139°39’40’El 
1001 35•絹’ 10’NI 帰路の夜半後

測定系E

局 名 I~波数｜常｜送問中線｜I :Hz)IC ) Iの位世｜

NHK I 1101 5州問。56'2内｜往路の夜半前
秋悶第2放送 I I I I 

後TBS束京腿｜ 9501 100 ：器：t~：~I往路の夜半
N託益第1放送｜ 刊引；：~~；~字~1 帰路の夜半前
町札幌雌 I12sol soi 1誌：器； ~1 婦路の問

較
正
係
数
制Bl

M-262 C笠

4 

3 
Al'¥'I r 

2 

一ぐこ：ノ
。」一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー一一

-2 

0.4 0.6 O.S 1.0 IS 2D 3.0 4.0 

f !MHz) 

第3図携帯用電界強度測定器の較正係数曲線

正確な測定を行うためには，乙のような測定器も予め

その読取値を較正しておく必要がある。乙のような標準

較正は電波研究所の通信機器部の業務として法制化され

ており，我々の測定に使用した携帯型電界強度測定器も

ととで較正した後，実験に使用した。第3図はその較正

曲線であって，例えば， Aバンドにおいては測定器の読

みに＋2.3dB加えるととによって，正しい電界強度が

得られるζとを示す。

次lと第4図を参照して，アンテナ較正について説明す

る。

アンテナ較正は比較的に強い地表波を対象として行

う。たとえ東京放送9印kHzが測定波であるとしても，呉
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第4図アンテナ較正法

のような遠距離において東京からの弱い地表波を検出し

ようとしてもよい結果は得られない。また，フェージン

グの影響を考慮したとしても，空間波を用いての較正を

行う乙とも賛成できない。

垂直アンテナが地表波を受信し，その出力が同軸ケー

プルを通じて図のようにアンテナ共用器に入る。共用器

よりの出力を測定系を用いてSGの出力と同定すれば

Vs (dB）なる値が得られる。同時IC:；レープアンテナを

用いて，地表波電界強度 E(dB）を測定すれば，アン

テナ較正係数は次式にて与えられる。

A=E(dB)-V,(dB) ・・・（1)

乙のような絞正の場合， Aにはアンテナ，ケーフツレおよ

びアンテナ共用器の特性が含まれている。

アンテナ共用器を測定系の方に含める絞正方法もあり

得るが，アンテナ共用器の動作は非常に安定であると

と，測定系I及びEが互いにわずらわされることなく，

独立に測定できるとと等から前述の方法が好ましい。

このような絞正において，標準信号発生器は相対値が

正しければ何等測定に誤差を与えるものでないけれど

も，理論的検討を加えるためには，絶対値の正しいもの

の方がょいととは当然であり，我々の使用した測定器

は，かなり信頼のおけるものであった。

(1）式を書き替えて

E(dB) = V,(dB) +A( dB) ・・・（2)

IC:て示される関係を用い，地表波lζ対してはもちろん，

大地反射波の影響を含む電離層反射波lと対しても，標準

信号発生器をもって同定された受信入力電圧を較正する

ととにより，実効的な電界強度が求められる。フェージ

ングを伴う電離層波Iと対しては，約30分間における505ぢ
値をもって電界強度とするとととした。とのような処理

はCCIR においても採用されているものである。アン

テナ絞正係数の測定は，移動実験に入る前提として非常

に重要であり，実験全体の精度を支配するものである。

我々は，呉港においてあわただしく測定器を「ながつ

き」に積込み，一応測定のできる体制を整えた。乙とに

到るまで測定器の準備，運搬は期限が限られているとと

であったので，かなりきびしいものであったが，中国霞

Yorr咽guchi
920附iz(50WJ 

r J 匂
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第5図 アンテナ絞正のための測定対象局及び測定位置。
(0は測定対象局，・は測定位置）

波監理局の御協力も得て，幸lとも出港前lと完了するとと

ができた。

呉滋を出航した「ながつき」は，江田島西方の沖合

「江田内」と，倉橋島の南方「本浦JKて幹部実習員の

乗艦及び訓練のため，それぞれ一日ずつ仮泊したので，

乙の地点でアンテナ較正係数の測定を行った。

第5図はアンテナ較正係数測定点の状況を示す地図で

ある。上記両仮泊地点近傍の中波放送局から700kHzない

し1520kHzの聞に6波が発射されているので，これらを

測定した。

なお， 700kHz以下の低い周波数についての測定をここ

では行うととができなかったが，幸lともグアム島におい

て610kHzが発射されていたので，グアム島入港直前でζ

の波を測定して補足するととができた。

Jレープアンテナによる地表波測定場所としては，電波

伝搬上，艦に設置されている諸設備に最も邪魔をされな

い場所である艦尾のヘリポート（第2図中の⑮点〉を選

ぷとともに，実際lζ測定を行うホイップアンテナの近傍

の場所として，艦橋上甲板（第2図中の③点〉を参照点

として採り上げた。

A点及び受信ホイップアンテナは，艇の後方より到来
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第2表アンテナ較正係数の測定結果

測定場所江田内仮泊所のながつき艦上測定日時 548.7.1

想｜主鱒~RI時間Z
·~－ v・．抽輔・－，ー－ F・..........円・－－，回目叫

700 81.2 79.0 2.3 82 58 24 64 18 

920 54.5 56.3 2. 3 57 36 21 42 15 

1030 69. 5 69.5 2.3 72 52 20 58 14 

1070 77.3 76.0 2.3 78 59 19 65 13 

1350 102.5 99.6 1.0 IOI 85 I6 9I IO 

I520 62.5 56.8 I. 0 6I 46 I5 52 9 
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第3表測定系Iダイヤル目盛及び出カ電圧の較正

iJ：~1 ~~，~~＇弔問dB' I備考
8701 31 870130卜州議埠
I440 I 4 I I442 I 30 I -o. 51 ,, 

301 21 5231 刈－o.81 II 

蜘 I3 I卿｜刈－0.2I II 
する電波lと対して第一マックlとて遮蔽される位置にあ

る。とのように艇の条件は，電波の測定に対してかなら

ずしも完全とはいえないが， A点およびB点における地

表波の測定値の聞に有意な差がなかったので，一応艦体

の影響を無視して測定しても差支えのないものと判断し

た。ただし，艦体の影響が無いと断言できるものではな
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い。機会を捕えて綿密なる調査を行う必要が残ってい

る。

第2表はアンテナ較正係数測定結果を示す。

第2衰を求める経過について若干の説明を加える。測

定系Iの比較発振器は75.0.の内部インピーダンスをも

ち， 75.0.の負荷を接いだ場合の閉路状態における端子電

圧を示すように目盛られている。一方測定系Eのシンセ

サイザ型標準信号発生器は内部インピーダンス50.0.であ

り，開放電圧で目盛られている。そのため較正時には減

衰器の波動インピーダンス75.0.と整合がとれるように，

出カ部lζ25.0.抵抗を附加して使用した。したがって，測

定系IとEのv.lとは 6dBの差があって正しい。第3
表は，シンセサイザ型標準信号発生器を基準として，測

定系Iの比較発振器のダイヤル目盛および出力電圧を較

正したもので，その誤差は0.7dB以下であった。

第2表の本浦における測定において， 1030回Jzと1520

kHzの測定値が取り除かれている。両者は共に呉局lOOW

であって，江悶内においてはきしたる支障なしに測定で

きたのであるが，本浦においては混信と恩われるビート

30 ｛α） )111.lt系I

A, 20 
(dB) 

10 

Q5 1.0 

Frequency (MHz) 

1.5 

30 (b) 測定：系 E

A2 20c －・
個｝｜γ＼＼『

theoreticロlcurve 
I Qb-__ _ 

1.0 1.5 

Frequency (MHz) 

第6図測定系IおよびEのアンテナ較正係数曲線

Q5 
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写 p;

写 l'!; 3 

が若干あり， Jレーフ。の方向も地図から判定される方向か

らずれていた。更に， mu定系IとEのv.を比較したと
とろ，他の測定では 6dBの差で非常1とよく合っていた

のに，乙の場合lζは，はなはだしく巡っているζとを見

い出した。そ乙で再びブリッジIC上って改めて測定して

いる最中に船は出港という乙とになった。とのように測

定値に疑問があるので除いた。

tfH 図（a）と（b）は，それぞれ測定系工とElζ適用される

アンテナ較正係数 Alおよび A，である。写真1は便乗

電波研究所季報

切符世J掛噌

写 n 2 

した自衛艦「ながつき」の鑑首の部分と測定に使用した

アンテナを示し，写真2は上甲板における携帯用電界強

度測定器による地表波の測定状況を示している。また，

写真3は気象室IC設定した測定誌類である。

なお， tl16図（b）に附記した理論曲線については後述す

る。

7, アンテナ共用器

使用したアンテナ共用穏は，どく一般的なカソードフ

ォロア型負償還増幅器であって，周波数特性がほとんど

なく理論通りの利得で安定に動作した。

受信機入力回路は艦内送信電波によりかなり強力に刺

激される。受信機の使用説明書：においても， lOOWの電

球を挿入してその点灯状況により受信機が破損されない

ように対策せよと述べている。したがって，アンテナ共

用器もとくに真空管を使い，フューズその他の保設回路

をつけた。乙の回路の損失をなるべく少なくするために

は恥の高い真空管を使う必要があり，6AH6を選ん

だ。

カソート‘フォロア型負鎖還増幅恭の利得Gは次の式で
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示される。

G＝~ ……（3) 
1+1JmRc 

IJmとして llmU,Reとしてバイアス抵抗1500と

減衰器影像抵抗750の並列値500を代入すると，上式か

り，

G=O. 33 すなわち（－9.6dB) ……（4) 

が得られ，実験的にもほとんどこのように動作すること

を確かめた。

アンテナ共用器の正常なる動作を常時確認するため

に，陽極電流を指示する電流計が挿入されている。艦内

電波の発射があった場合，この電流値が約30%増加し，

電鍵操作にしたがって変動するのを認めた。もちろん電

界強度の記録紙上にも異常な記録が現れるので，両者を

見比べて艦内送信が行われていることを，的確に判断す

るζとができた。

a. アンテナ較正係数の理論的考察

ホイップアンテナと同軸ケーブJレで構成される系につ

いて受信する場合，そして負荷が同軸ケーブルの波動イ

ンピーダンスに等しい場合に，同軸ケーブルの損失が無

視されるならば，負荷lと誘起する電圧は同軸ケーブルの

存在を等価的lζ取り除いてアンテナの放射インピーダン

スと実効高を考慮するだけで差支えない。

ここで理論的lと評価し難しい接地抵抗が問題となる

が，現在の使用状態では，アンテナの放射リアクタンス

がかなり高い値であるので，正常な接地が施されておれ

ば，乙の影響も省略できる。

したがって，アンテナ共用器の入力部における理論的

なアンテナ較正係数は次式にて示される。

A~20 log, f IRγ＋jXγ＋75l l-6dB ...... (5) 
2L (h.×75) J 

ただし， Rγ＋jXγ：接地アンテナ放射インピーダンス

he：接地アンテナ実効高

アンテナの長さllm，半径3.5cmと置いて，起電力法

lとより計算した値を第6図（b)Iと理論値として点線で併記

した。乙れは実測定とかなりよく一致している。

9. 電界強制測定器と測定法

9-1 測定系I

同じ規格の測定器によって均一なデータを得る乙とが

当初の方針であったので，本測定系も東西コースの測定

系工〔根本他1975〕と全く同じ機器で構成した。すなわ

ち，第7図のように本測定系は「波 E22電界強度測定

器Jと「波L47直流記録電流計」より成る。
ホイップアンテナに誘起した受信電圧は， 7節で既述
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制定車E

tfVi図測定系Iのブロックダイヤグラム

第8図測定系Eのプロックダイヤグラム

したアンテナ共用器を経て測定系IとIIIと分配される。

乙の受信電圧は波E22電測器の入力端で標準信号発生器

と比較して較正される。

艦上での測定法は次の通りである。

測定時聞は空間波が安定lと入感するO時 CJST）を
境に前後1時間とした。更に日変化特性を調査するた

め，往路は札幌放送1440kHzおよびNHK熊本第2放送

870ld訟を，帰路は東京放送950kHzおよびNHK盛岡第1

放送530kHzを，それぞれ日没時から夜半にかけ，また夜

半から日の出頃にかけ測定した。

記録計の紙送り速度は180mm／時を予定したが， 180

mm／時ではフェージングが激しくなってきた時， また

混信によるビートが発生した時等に，読みとりが困難と

なるため， 20mm／分と変更した。記録の読みとりは30

分単位の10%値および50%値について行ったが，電界強

度としては50%値を用いた。また，混信， フェージン

グ，空電等の受信状況を把握するため，測定毎ir:約5分

間電測器の受信音を録音した。

9-2 測定系II

第8図は測定系Eの電界強度測定器のブロックダイヤ

グラムを示す。シンセサイザ型全波受信機を中心とし

て，アナログ記録部とともにデジタル記録部を具備した

新しい型式のものとなっている。

受信入力は適当に設定された抵抗減衰器を通って，受

信機の中間周波出力となる。中間周波数455kHz，帯域幅

±300Hzを使い，この出力が二つに分かれる。アナログ

記録部では，乙れをそのまま高周波対数増幅器lζ加え，

その出力を検波し，オペレーショナルアンプでインピー

ダンス変換の後アナログ記録電流計にて記録する。記録



間の落ちとみに対して，サンプリングが充分追随してい

るようには見えないが，アナログ記録から求めた累積頻

度値とデジタル記録のそれらとの聞には不一致は見られ

なかった。乙のように主として電子計算機により制約か

ら定められた15秒間隔のサンプリングレートでも，充分

に満足できる電界強度値を与える乙とを確認した。

乙の装置は「実時間」にて容易かつ正確に電界強度の

中央値およびフェージングの累積分布が求められる実用

性の豊かな測定器といえる。

中波のフェージング特性をも考慮した，電界強度を忠

実lζ表現するための最適のサンプリングレートの決定

は，今後検討すべき事項であろう。

電波研究所季報
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10ー1測定系I

測定値を電力1聞に換算し周波数別に距離特性として

図示したのが第10図であり，測定波全部をまとめて図示

したものが第11図である。東京放送950kHzは往路では測

定系E，帰路では測定系Iによって測定された。後述の

測定系Eの測定結果と比較して分かるように，時間的l乙

別々に測定したにも拘らず，測定結果が非常に良く一致

していた乙とは，両系とも測定器，測定方法が正しかっ

た乙とを物語っているといえよう。

測定期間中をとおして空電が多く，各測定波共妨害を

受けたととが記録紙上にはっきりと現れている。

測定した4波共，大なり小なり混信を受けており，測

結定浪t10. 

第9図測定系Eによる電界強度のアナログ記録とデジタ
ル記録の例

計の紙送り速度は，毎時240mmとした。

一方デジタル記録部では，中間周波出力をAID変換

および dB変換し，その数値を15秒毎iζサンプリングし

てインターフェース部を通して卓上電子計算機に送り乙

む。問機は25分聞に100個のデータを蓄積すると，これ

を並べかえて大きいj瞭に， 5,10, 20, 30, 40, 50, 60, 

70~ぢ値として印字し，一切の処理を含めて30分間で 1測

定を終り次の測定に入る。乙の時間的な制御はデジタル

クロックlとより正確に行われる。

第9図は電界強度のアナログ記録とデジタル記録の関

係を示すための作図例である。中波放送波が夜間電離層

を伝搬する場合，乙のようなフェージングを伴う乙とは

よく知られている。デジタル記録におけ15秒間隔のサン

プリングによる追槌の程度が同図の黒点に示される。

これからわかるようにレーレーフェージング的な短時
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2,400kmにかけて測定された1必OkHzの日変化特性であ

り，電界強度値が，深夜から日出にかけて，安定した所

調無減衰の状態から次第に減少し，失感してゆく状況を

見る乙とができる。

I←2 測定系II
第9図に示した記録は，ほとんど混信のない良好な状

態の例であって，きれいなレーレーフェージング的な変

化が見られる。乙のように，混信の有無は記録をみて

も，また，時々行った音声モニタによっても判断ができ

る。 NHKの波はJSTO時の数分後iζ停波するので，
停波後の受信状況から混信のレベルを求める乙とができ

る。例えばNHK秋田第2放送の770kHzは，音声には多

少の混信が認められたが，乙のような測定から，混信波

とのレベル差は20dB以上であって，データとして利用

して差支えないものと判断された。 NHK札幌第1放送

570kHzの場合は，との差が数dBIζ過ぎないために，残

念ながら棄却した。

前述のような記録方法を用い，特lζO時前後の測定値

lと注目すると，大体半夜に一つの測定値が得られる。第

13図は乙の測定値を距離特性として図示したもので，参

考のためカイロ（N/S）曲線を併記してある。

第11図

So陣oro,JOWF 1440kHz 50kW 

Q4 。6

第12図測定系IによるJOWF (1440kHz）の常界強度
の日変化特性の一例
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考察と結論

南北コースにおける中波放送波の夜間電界強度は，カ

イロ （NIS）曲線より数 dB高いという結果が得られ

．
 

1
 
1
 

定波の電界が弱くなるに従って当然妨害の影響が大きく

なっている。特に9回kHzは同一周波数の混信のため，得

られたデータの半分以上は使用できなかった。

なお，希望波対妨害波強度比が 6dB以下のものは，

データとして使用せず棄却した。

一方自変化特性の調査では，札幌放送1440kHzを除い

てすべて混信のため測定不能であった。第12図はたった

一夜の例にすぎないが， 7月8日の伝搬距離2,300～ 
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第13図測定系Eによる中波帯放送波の電界強度距離特性
の総合測定結果

た。

周波数についてはデータが少ないため，有意の差は見

出し難い。

小林〔1975〕が主張しているように，我が園周辺にお

いてはカイロ（N/S）曲線が最も適しており，送受信

点が陸海なる場合は， 上述の曲線より電界強度が数dB

高くなるととが予想される。

今回の測定値は，夏期の僅かな期聞に得られたものに

過ぎないから決定的な乙とはいえないが，一応首肯でき

る結果を得たといえる。
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